
令和６年４月１日から大阪市公正職務審査委員会
（以下「当委員会」といいます。）の委員をしております。
月刊大阪弁護士会（以下「本誌」といいます。）
2025年12月号の連載「行政連携」は、大阪弁護士会
（以下「当会」といいます。）と大阪市との包括連携協
定締結の報告記事でしたが、当会と大阪市は以前から
様々な分野で協力関係にあり、当委員会への委員推薦
もその一例といえます。
以下、当委員会の中心的な業務である公益通報調査
審議業務についてご紹介いたします。

１　生い立ち
① �設置年月日　平成18年４月１日（現委員長は第７
代の金井美智子会員（42期）、因みに初代委員長
は辻公雄会員（故人・20期）でした。）

② �設置根拠等� �
職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例� �
大阪市公正職務審査委員会規則

③ �任期　２年（１回に限り再任可）
④ �構成　６人以内の学識経験者（現在は弁護士４名
と公認会計士２名で、２部会制）

⑤ �所管事務　職員等の公正な職務の執行の確保に関
する条例の規定により、その権限に属するものと
された事項及び同条例の施行に関する重要な事項
についての調査審議や市長に意見を述べること

２　最近の運用状況
（1） 公益通報受付状況
大阪市では、職員等の公正な職務の執行の確保に関
する条例（以下「条例」といいます。）に基づき、大
阪市職員や委託先事業者の役職員の職務の執行に関す
る違法又は不適正な行為について、大阪市職員に限ら
ず誰からも通報を受け付けています。そして、通報に
ついては、全て当委員会において調査の要否が判断さ
れ、調査実施案件については、調査結果に基づいて是
正措置や再発防止措置をとっています。なお、調査の
要否に関わらず、通報者の保護を徹底しています。
通報件数は、令和元年度は585件、令和２年度は
1048件、令和３年度は1556件、令和４年度は697
件、令和５年度は622件、令和６年度は610件となっ
ています。令和２年度と同３年度は、コロナ禍におけ
る飲食店等のヤミ営業に関する通報が多く寄せられ、

一時的に件数が増加したようですが、その多くは通報
対象事実に該当しなかったようです。現在は件数が落
ち着いてきました。

（2） 当委員会の開催状況
各部会とも平均月２回開催、２部会で年間50回程
度の部会開催があり、１回当たりの新件審議件数は平
均して10件を下りません。各部会とも１回当たり２
時間から３時間程度かかる感じです。
委員会資料については、基本的に２日前に受け取
り、委員は事前に検討することになっています。事務
局としてこの準備を担当する大阪市総務局監察部監察
課の職員各位の事務処理能力の高さには日々感嘆する
ばかりです。

３　具体的業務内容
通報対象事実（条例２条３項）の摘示に該当する
か、すなわち「職員等に関する事実か」、「職務の執行
に関する事実か」、「私的利益にかかる事実でないか」、
「違法又は不適正な事実か」等を検討し、次に、調査
の必要性（同６条３項前段）があるか、すなわち「通
報の具体性の有無」、「通報者匿名性確保の要否」、「新
たな調査の必要性の有無」、「所属対処の相当性の有
無」、「調査主体」等を検討し、最終的に、改めて「違
法又は不適正の有無」等を判断します。
ただ、実際には、通報対象事実の摘示ではない通報
が非常に多く、年度にもよりますが、通報のうち約７
割が通報対象事実の摘示とは判断できないものであ
り、この点は何らかの改善の余地があると思われます。

４　終わりに
公益通報制度が、マスコミを賑わし、市民の皆さん
にも馴染みのある制度となったのはいつごろからで
しょうか？
市民の皆さんにこの制度が広く利用される社会が望
ましいかは別として、間違いなく行政への信頼の回
復・維持・発展に資する制度でありますし、本誌が、
当会会員、全国の弁護士会及び大阪の各裁判所だけで
はなく大阪府下の自治体にも配布されているようです
ので、本稿が、大阪府下の他の自治体において、より
一層公正な市町村政の運営及び市町村政に対する信頼
向上の契機となれば幸いです。
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